
第２期アクションプランの構成 

多様な主体の協働と参画による計画推進 

これまでの取組の成果と課題 

(1) 政策編 
 [雇用環境] 前年度と比べ求人不足数は減少している。 
 [県民所得] 国民所得に対する県民所得の乖離は縮小している。 
 [地域医療] 人口10万人当たりの医師数は増加傾向にある。 
 [人  口] 社会減の減少幅が年々縮小しているなど、一定の歯

止めがかけられている傾向が見られる。 

(2) 地域編 
  各広域振興圏の地域資源や特性を生かした産業振興を推進し、

市場競争力と付加価値を高めている。 

(3) 改革編 
  職員体制のスリム化や徹底した歳出の見直し、組織体制の整

備と権限の見直し等の取組を、概ね計画どおりに進めている。 

 

成 果 

(1) 政策編 
 [雇用環境] 震災を機に、雇用情勢は悪化の傾向にある。 
 [県民所得] 経済の低迷の影響を受け、一人当たり県民所得の絶対

額は減少している。 
 [地域医療] 医師の地域偏在や診療科偏在（小児科など特定診療科

の医師不足）といった状況が依然として残る。 
 [人  口] 依然として人口の社会減は高い値にある。 

(2) 地域編 
  震災による被害を踏まえ、産業基盤の再生を行うとともに、

ものづくり産業の集積促進や６次産業化を推進。 

(3) 改革編 
  震災復興に集中的に取り組むための財源と人的資源の確保等、

諸課題に対応していくための体制整備が必要。 

課 題 

実施期間 

いわて県民計画「第２期アクションプラン」の概要 

第２期アクションプラン策定の趣旨 1 

(1) いわて県民計画（長期ビジョン）に掲げ
た「希望郷いわて」の実現を目指し、重
点的・優先的に取り組むべき政策などに
ついて、具体的に示していくもの。 

(2) 第１期アクションプランの取組の成果を検証し、政策評価において十分な成果に結び
付いていない施策等については、その要因や課題の分析を行うとともに、第２期におけ
る目指す姿や目標値を明確にしながら、「その実現のために何をなすべきか」という課
題解決型の政策体系を構築していくもの。 

(3) 東日本大震災を乗り越えて力強く復興するための地域の未来の設計図と
して平成23年８月に策定した「岩手県東日本大震災津波復興計画」と軌を
一にしながら、歴史や文化、伝統などを含めた地域社会に根ざした復興、
多様な参画による開かれた復興をなし遂げていくもの。 

(1) 対象期間は、平成23～26年度までの４年間。 

(2) 岩手県東日本大震災津波復興計画の短・中期的な取組とも
整合性を図りながら進める。 

 

【基本的考え方】 

 第２期アクションプランは、「政策編」「地域編」「改革編」の３編により具体の取組等を示す。 

 特に、震災からの復興を進めるに当たっては、復興の取組を地域の振興にもつなげていくという相乗効果の発揮を促進するとともに、新しい公共な

ど多様な主体による「希望郷いわて」づくりへの参画を進めていく。 
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政 策 編 

【特に留意すべき事項】 
 沿岸地域の復興を最優先課題として取り組むとともに、内陸地域の
活力が沿岸地域の復興を支えていくことにも十分に配慮する。 

地 域 編 

【地域編の構成】 
 ４広域振興圏の目指す将来像の実現に向けて
取り組む重要施策について、それぞれ以下の項
目により構成。 
・みんなで目指す姿 
・目指す姿を実現するための取組 
・取組に当たっての協働と役割分担 
・県の具体的な推進方策（工程表） 

【特に留意すべき事項】 
 地域社会を構成するあらゆる主体が総力を結
集し地域の価値を高めていくという「地域経
営」の考え方に基づき、各地域の主体性や創意
が十分に発揮される取組を推進していく。 

県央広域 

県南広域 

沿岸広域 

県北広域 

改 革 編 

【改革編の構成】 
 県政運営の基本姿勢について、長期ビジョンに
掲げる以下の４つの基本方針により構成。 
・いわての未来づくりを支える専門集団へ 
・いわてを支える持続可能な行財政構造の構築 
・多様な主体による公共サービスの提供 
・活力に満ちたいわてを実現する分権型行政シ
ステムの確立 

【特に留意すべき事項】 
 震災後の状況変化を踏まえ、限られたマンパ
ワーの効果的活用、職員の能力向上、市町村と
の連携強化など、震災からの復興を支える
「人・組織・仕組みづくり」に重点を置く。 
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【政策編の構成】 
 長期ビジョンに示した「７つの政策」に基づく「42の政策項目」に
ついて、それぞれ以下の項目により構成。 
・みんなで目指す姿 
・目指す姿を実現するための取組 

・取組に当たっての協働と役割分担 
・県の具体的な推進方策（工程表） 

政策推進目標 

東日本大震災津波からの復興を進め、本県の地域資源を生かし、  
県民の 「仕事」 、 「暮らし」、「学び・こころ」 を守る 産業・雇用 農林水産業 

医療・子育て・福祉 

安全・安心 教育・文化 

環境 

社会資本・公共交通・情報基盤 

アクションプラン政策編 

「安全」の確保 

「暮らし」の再建 

「なりわい」の再生 

復興計画 
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